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スポーツ施設の整備・運営に関する取り組みについて

（ガイドラインの位置づけ） ※「インフラ長寿命化基本計画」に基づく個別施設毎の長寿命化計画

スポーツによる地域活性化や健康まちづくりへの機運が高まるなか、これからのスポーツ施設には、スポー
ツをする・みる・ささえる場としてだけでなく、市民の交流拠点など多様な機能を発揮することで最大限に
活用され、真に地域の資源となるような整備・運営が求められる。
このため、スポーツ庁では、『スポーツ施設のストック適正化ガイドライン』や『スタジアム・アリーナ改革ガイド
ブック』を作成するとともに、全国セミナーの開催等により、取り組みの促進を図っている。

対象 ガイドライン 目的

地方公共団体が所有する全て
の公共スポーツ施設

スポーツ施設のストック
適正化ガイドライン

施設老朽化、財政制約等への計画的な対応を促進し、
地域のスポーツ環境を持続的に確保
【目標】
2020年度の個別施設計画※策定率：100%

国体等、全国レベルの競技
大会に向けた整備を検討す
る施設
（主に陸上競技場、球技場、野球
場、庭球場、体育館、水泳プール）

（ガイドライン参考資料）
ストック適正化における
大規模スポーツ施設の
基本的方向性

国体等、全国レベルの競技大会に向けた施設について、
大会後にも十分活用される施設の整備・運用を促進し、
ストック適正化を推進

数千人から数万人の観
客を収容し、スポーツを
観ることを主な目的とす
る施設

スタジアム・アリーナ改革
ガイドブック

スポーツの成長産業化や、地域経済活性化の拠点とな
る施設の整備を推進
【目標】
2025年度までにスタジアム・アリーナを20拠点実現
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○すべての国民がスポーツに親しみ楽しめる等の機会の確保（スポーツ基本法前文）
○身近にスポーツに親しめる施設の整備・運用改善（スポーツ基本法第１２条）

実現のためには、施設の老朽化や人口構成の変化等への計画的な対応が必須
・メンテナンスサイクルの円滑な実施に向けた環境整備（インフラ長寿命化計画・文科省行動計画）
・施設の集約化・複合化（骨太方針2016）
・ストックの適正化と安全で多様なスポーツ環境の確保（第２期スポーツ基本計画）

地方公共団体が安全なスポーツ施設を持続的に提供できるようガイドラインを策定

○スポーツ施設の現状（整備状況や老朽化の状況等）

○スポーツ施設の特徴と考え方（多種多様、防災上の位置づけ、民間施設との連携、学校体育施設の活用、ＰＰＰ/ＰＦＩ等）

○地方公共団体が行う計画策定の手順

ガイドラインの概要

背景

スポーツ施設のストック適正化ガイドラインの概要

１次評価と２次評価を踏まえ
個別施設に対する適用手法
（長寿命化、機能改修、耐震改
修、集約化、複合化、新規整備
等）を定め、
行動計画とする。

人口動態等を踏まえたスポーツ施設
全体の総合的方針を定め、
利用人数や住民ニーズ等による優
先度を評価し、
施設の基本方針（機能保持、総量コ
ントロール、建替再整備）を判定。不
足する場合は対策を検討。

地方公共団体が保有する施
設について
基礎情報（安全性・機能性・
経済性・耐震性）に基づき、

施設の方向性（維持・改善・
改廃）を簡易的に判定

基
本
情
報
の
把
握

施
設
の
現
況
評
価

（
１
次
評
価
）

施
設
の
環
境
評
価

（
２
次
評
価
）

個
別
施
設
計
画

・市区町村（都道府県）が策定主体 ・2020年度までに策定 ・計画期間10年以上
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スポーツ施設の特徴とストック適正化に関する考え方

多様な施設種別の存在 目的に応じた規模や仕様

利用料金収入の活用

防災施設としての機能

他自治体や民間との連携 学校に多くのストック複雑な所管

PPP/PFIの活用 大規模施設の有効活用

スポーツは多種多様で施設も多様
地域によって求められるスポーツ施設
も異なる

どのようなスポーツ環境を提供するかは
自治体が地域の実情に応じ決定

競技大会の開催施設と日頃の運動
に使用する施設は、仕様や規模が
異なる

地域にとっての最適な投資を判断するこ
とが必要

社会体育施設の体育館の約７割が
防災施設に位置付け
施設の耐震性にも留意が必要

防災部局と連携した検討、災害時の
機能確保のための耐震化等が必要

公共スポーツ施設には、公園施設、
福利厚生施設等も存在。
多様な空間でスポーツが実施

所管横断的な環境整備、施設以外の
スポーツ環境の創出も必要

スポーツ施設の確保は、周辺の地方
自治体や民間事業者等でも提供で
きるサービス

自治体間の連携、民間スポーツ施設の
利用促進、広域的な情報共有も有効

スポーツ施設の約６割が学校施設
スポーツ基本法等でも、一般利用に
供するよう努める旨が規定

身近なスポーツの場として、学校体育
施設を活用することが重要

スポーツ施設の多くは、利用が有料
ランニングコスト、大規模修繕等に充
当できる可能性

情報公開、合意形成等を図りつつ、利
用料金の柔軟な運用を図る

スポーツ施設は民間ビジネスが成立
公共スポーツ施設の約４割に指定
管理者制度が導入

自由度の高い管理運営、運営を想定
した設計等により民間ノウハウを活用

競技大会を機に整備した施設の大
会後活用が課題となる場合がある
弾力的な運用の工夫もみられる

大会後に地域の資産として活用できる
よう、要否も含め十分な検討が必要

ストック適正化の検討にあたっては、以下のスポーツ施設の特徴を踏まえることが必要
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●地域のシンボル
・民間ノウハウの活用と収益性の確保
・サステナブルな施設として長期的に存続

●新たな産業集積の創出
・周辺産業への波及を含む経済効果、雇用創出
・スポーツチームがあればより継続的に

●地域への波及効果を活用したまちづくり
・まちのにぎわいの創出
・地域住民のスポーツ機会の増加
・社会貢献活動や啓発等の社会問題の解決

●地域の持続的成長
・地域のアイデンティティの醸成
・地域の不動産価値の向上

スタジアム・アリーナ改革による地域への効果

単機能型 → 多機能型
行政主導 → 民間活力導入
郊外立地 → 街なか立地
低収益性 → 収益性改善

現状 目指す姿

「スマート・ベニュー® 」
（株）日本政策投資銀行

●数千人から数万人の観客を収容する集客施設
●スポーツを観ることを主な目的とした施設

スタジアム・アリーナの定義

●地域住民がスポーツをする施設とスタジアム・アリーナ
を区別。観客の利便性やチームの営業活動を重視。

●施設の収益性の向上による公的負担の軽減
●にぎわいの創出や持続可能なまちづくりの実現等、
投資以上の効果を地域にもたらすことがプロフィット
センター

●事業方式や資金調達の検討を通じ、施設・サービス
の充実・向上

コストセンターからプロフィットセンターへ

○スタジアム・アリーナ改革は、スポーツの成長産業化の大きな柱
○これまでのスポーツ施設に対する固定観念・前例主義等に関するマインドチェンジ
○スタジアム・アリーナを核とした地域経済の持続的成長等、官民による新しい公益の発現を目指す
○スポーツを核とした周辺のエリアマネジメントを含む、複合的な機能を組み合わせた交流施設を目指す

スタジアム・アリーナ改革とは



設計・建設 運営・管理構想・
計画

効果
検証

単機能型 → 多機能型
行政主導 → 民間活力導入
郊外立地 → 街なか立地
低収益性 → 収益性改善

現状 目指す姿

「スマート・ベニュー® 」
（株）日本政策投資銀行

○「観るスポーツ」のためのスタジアム・アリーナは、地域活性化の
起爆剤となる潜在力の高い基盤施設。

○スタジアム・アリーナ改革を実現するために重要な「4つの項目、
14の要件」。

「マインドチェンジと官民連携」

①スタジアム・アリーナ
改革指針

②スタジアム・アリーナ
整備に係る資金調
達手法・民間資金
活用プロセスガイド

③スタジアム・アリーナ
運営・管理計画
検討ガイドライン

④スタジアム・アリーナ
効果検証モデル
報告書

＜目指す姿＞

＜プロセス＞

○スタジアム・アリーナを整備することを目的化するのではなく、
運営・管理・効果を想定した構想・計画・整備を行う。

○各プロセスにおいて、官民連携が重要であり、その際の課題・
解決策を示していく必要がある。

スタジアム・アリーナ改革実現に向けた検討の全体像
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スタジアム・アリーナ改革推進事業 令和3年度予定額 2.８億円の内数

事業背景・目的 事業内容・イメージ

中長期の運営・管理を十分に検討しないまま
構想・計画が策定される例があるなど、スタジア
ム・アリーナ整備のために必要な検討事項が十
分に浸透していない。
スタジアム・アリーナ整備の参考となる海外事
例等をアップデートする必要がある。

スタジアム・アリーナ改革のために必要な事項の
地方公共団体等における認知向上
中長期の運営・管理を十分に想定した構想・
計画策定数の増加
スタジアム・アリーナ整備における国内外の好
事例に係る情報の収集及び発信

現状認識

事業目標

条件（対象者、補助率等）

まちづくりや地域活性化の核となるスタジアム・アリーナの実現（2025年までに20拠点）

国

（１）委託

（2）委託 民間事業者、地方公共団
体、スポーツ関連団体 等

民間事業者 等

事業イメージ

(1) 審査委員会の運営等
多様な世代が集う交流拠点としてのスタジアム・アリーナ
選定に係る補助業務
選定施設の評価ポイント等をまとめた事例集のアップ
デート及び選定施設公表における広報効果を最大化
する方策の検討
我が国と諸外国とのスポーツ市場構造の比較・分析
スタジアム・アリーナ整備に係る事業スキーム等の事例
集

(2) 先進事例形成支援
中長期の運営・管理を想定した構想・計画策定
プロジェクトマネージャーの配置

事業内容

スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当）
03-6734-3944（産業連携係）
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ステークホルダーの確認と検討・連携体制の構築
スタジアム・アリーナ経営人材の活用
顧客・利用者の把握と情報提供
運営・管理に係る検討
収益性の検証と設計等への反映
コンプライアンスとリスク管理

Ⅰ. 構想・計画策定段階

顧客経験価値の向上
収益モデルの確立とプロフィットセンターへの変革
まちづくりの中核となるスタジアム・アリーナの実現
多様な利用方法や用途の実装
民間活力を活用した手法の採用
多様な資金調達の実現

PDCAサイクルの実践
IT・データ活用

Ⅱ. 設計・建設段階（Ⅰ.を含む）

Ⅲ. 運営・管理段階（Ⅰ.及びⅡ.を含む）

構
想
・
計
画

設
計
・
建
設

運
営
・
管
理

下記の3つのフェーズでスタジアム・アリーナ改革の理念を体現した20拠点を選定する。
令和2年度から選定を開始。

多様な世代が集う交流拠点としてのスタジアム・アリーナ選定開始
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学校体育施設
113,054 箇所
（60.4%）

大学・高専体育施設
6,122 箇所（3.3%）

公共スポーツ施設
51,611 箇所
（27.6%）

民間スポーツ施設
16,397 箇所
（8.8%）

学校体育施設
24,399 箇所
（ 82.3%）大学・高専体育施設

227 箇所
（0.8%）

公共スポーツ施設
3,586 箇所
（12.1%）

民間スポーツ施設
1,428 箇所
（ 4.8%）

水泳プール施設数（平成30年10月1日現在）

• 自治体の体育・スポーツ施設は、老朽化や財政状況の悪化等の中で、今後、安全な施設の提供が困難になるこ
とも想定されます。

• 今後、持続可能な地域スポーツ環境を確保するためには、わが国のスポーツ施設の約6割（主要な種別は約８
割）を占める学校体育施設の活用を、一層進めることが重要となっています。

（出典）スポーツ庁「体育・スポーツ施設現況調査」
※「学校体育施設」とは、公（組合立を含む）私立（株式会社立を含む）の小・中・高等学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学校、各種学校の体育・スポーツ施設を指す。

学校体育施設
31,546 箇所

(75.7%)
大学・高専体育施設

1,197 箇所（2.9%）

公共スポーツ施設
8,650 箇所
（20.8%）

民間スポーツ施設
289 箇所（0.7%）

体育館施設数（平成30年10月1日現在）

学校体育施設
28,957 箇所
（75.9%）大学・高専体育施設

615 箇所（1.6%）

公共スポーツ施設
8,425 箇所
（22.1%）

民間スポーツ施設
176 箇所（0.5%）

多目的運動場施設数（平成30年10月1日現在)

我が国の体育・スポーツ施設数（平成30年10月1日現在）

我が国の体育・スポーツ施設における「学校体育施設」の状況
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（出典）スポーツ庁「体育・スポーツ施設現況調査」

※公立小中学校の体育館を対象として、開放事業実施率の推移を示している。 ※公（組合立を含む）立小･中･高等学校を対象とする。

69.5

81.7 84.3
89.5 91.1 92.6 93.5 94.5 96.7

0

20

40

60

80

100

学校体育施設開放率の推移（％）

3,922校
（ 23.1 %）

23,843校
（ 90.4 %）

20,628校
（ 80.8 %）

0 20 40 60 80 100

水泳プール

体育館

屋外運動場

施設種別の開放状況（平成29年度）

• 我が国の学校体育施設の開放率は既に高い水準にあります。
• 施設種別に見ると、屋外運動場の約８割、体育館の約９割が地域に開放されており、いずれも高い水準にありま
す。他方、水泳プールの開放率は約２割にとどまっています。

（％）

学校体育施設の開放状況
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自校の児童・生徒のみ
1%

学区内のみ・
団体のみ

14%

学区内のみ・
個人も可

2%

学区外も可・団体のみ
60%

学区外も可・
個人も可

23%

学校開放の対象（公立小中学校の体育館、平成29年度）

0

10

20

30

40

50

学校体育施設開放の課題（市区町村・複数回答可、平成29年度）

費用に関すること

（％） 管理に関すること

• 開放の対象は事前に登録された団体限定である施設も多く、個人でも利用可能な体育館は３割以下となってい
ます。

• 学校体育施設の設置者である市区町村においては、学校開放の管理や費用に関することが課題として挙げられ
ています。

（出典）スポーツ庁「体育・スポーツ施設現況調査」

学校体育施設の開放に関する課題
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• 誰もが日常的にスポーツに参画することのできる機会の確保（スポーツ基本法、第２期スポーツ基本計画）
• スポーツを通じた健康寿命の延伸に対する強い期待（スポーツ実施率向上のための行動計画・中長期的施策）
• スポーツ施設の老朽化や財政難、人口減少等への計画的な対応（スポーツ施設のストック適正化ガイドライン）

スポーツ施設の約6割を占める学校体育施設について官民連携等の工夫を図り如何に活用していくかが重要

背
景
・
目
的

ポ
イ
ン
ト
・
有
効
活
用
方
策
（
参
考
事
例
）

⑤新改築・改修時の留意点

②安全・安心の確保

①学校体育施設をより広く利用してもらうための目的の明確化

③持続可能な仕組みづくり ④利用しやすい環境づくり

学校体育施設の有効活用に向けた検討・実施の際のポイントや参考事例を、
目的（モチベーション）・ 運営（ソフト）・ 施設（ハード）の観点から５項目に整理し、自治体担当者向けに提示。

地域のスポーツ環境充実、児童生徒のへの好影響、地域社会との連携推進等、施設活用の目的を幅広く検討し明確化する
■誰もが気軽にスポーツに親しめる社会へ ■地域で見守る学校施設（学校体育施設）へ

動線の分離等により児童生徒の安
全を確保するとともに、リスク分担など安
全安心確保のための体制を整備する

一般利用者と児童生徒の動線を分
離する工夫
安全・安心確保のための体制整備

業務・事業としての明確化や、学校教育に
支障ない範囲の指定管理等の工夫を図る

業務・事業としての明確化
学校や行政からの外部化
民間事業者等が参画しやすい環境づくり
適切な受益者負担の仕組みづくり

利用日時や利用可能な対象者、実
施可能な競技種目など、多様なスポー
ツ活動のニーズに対応し、ＩＣＴも利用
して学校体育施設を最大限活用する

学校体育施設の多様な利用推進
ＩＣＴを活用した利便性の向上

新改築・改修時には、地域のスポーツ施設として機能、仕様等を検討（複合化、バリアフリー化やユニバーサルデザインへの配
慮等）するとともに、PPP/PFI等の事業手法の導入についても検討する

■地域スポーツ施設としての整備 ■PPP/PFI事業の導入 ■学校開放事業を前提とした施設水準の確保

※学校・施設種別ごとの傾向も踏まえた一般的な留意事項もあわせて整理

学校体育施設の有効活用に関する手引き（令和２年３月）の概要
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再委託

• 「学校体育施設の有効活用の手引き」を踏まえ、行政の負担軽減だけでなく、適切な料金設定、民間のノウハウを
活かした事業性の高い運営の導入なども含めた持続可能な仕組みのモデル事例を実証研究を通じて構築するも
の。

• 令和２年度は募集期間中（4/28～6/18）に13団体から申請があり、うち３団体を採択。

スポーツ庁参事官（地域振興担当）
03-6734-3773（施設企画係）

スポネット弘前
（青森県、総合型地域スポーツクラブ）

チャレンジゆうAchi
（長野県、総合型地域スポーツクラブ）

スポーツデータバンク沖縄
（沖縄県、株式会社）

過疎地域小規模校の学校体育施設の広域連携し
た有効活用による、全世代のスポーツ実施率向上
• 部活動の減少により子供のスポーツ実施率が低く、成

人のスポーツ施設利用も少ない、弘前市河西地区
（小学校8校、中学校4校）を対象に実施。

• 全ての世代がスポーツに親しめる環境づくりを目指し、学
校体育施設を有効活用する官民連携の仕組みを検
討。

• 将来的には学校体育施設を拠点としたソフト事業も提
供予定。

• スポネット弘前を中心に、弘前市スポーツ振興課、教育
委員会、河西地区小中学校、スポーツ少年団・部活
動関係者、地区体育協会、町内会等で運営委員会・
実行委員会を組織。

総合型地域スポーツクラブによる学校体育施設の
有効活用（部活動後の活動支援等）
• 現在開放している学校体育施設（中学校体育館）

を活用したスポーツプログラムの充実。
中学校部活動後の「阿智中クラブ」新設
新規利用者獲得のため、ニーズ分析を踏まえた
スポーツ教室の改善・拡充
指導者や保護者の指導力向上

• 中学校体育館の施設管理手法の検証・改善。
• チャレンジゆうAchiが主体となり、委託事業推進委員

会（教育委員会、中学校関係者、スポーツトレー
ナー、大学教授等）の助言を受けながら実施。調査研
究業務等を日本総研に再委託。

ICTを活用した学校体育施設の有効活用モデルの
実証及び効果検証
• うるま市内の実証フィールドとしてモデル校を選定し、民

間事業者による学校施設を活用した幅広い世代向け
のスポーツイベントを開催。

• イベント開催予約や参加予約等の「予約管理」や「鍵
の管理」においてICTを活用。

• 実証結果をもとに、ICTを活用した管理システムの導入
やスポーツ事業者からの収入（施設使用料）等を踏
まえた、全体の費用対効果の検証。

• うるま市、教育委員会、学校長、体育協会、民間事
業者等で構成された有識者会議を設置。

スポ
ネット
弘前

弘前
市

小中
学校

体育
協会

部活
動等

業務委託の検討

安全確保体制
の整備

地域住民のための
プログラム検討

学校体育施設
の活用検討

スポーツデータバンク沖縄

うるま市教育委員会 うるま市経済部

協力機関

・沖縄スポーツ・ヘルスケア産業
クラスター推進協議会
実施事業者の確保支援

・沖縄ITイノベーション戦略センター
ICT活用の仕組みの検討

市内学校のモデル実証
仕組みの検討 等

市内実施事業者の支援
指定管理事業者の紹介 等

チャレンジゆうAchi
事務局

本事業の全体調整

委託事業推進
委員会

本事業の方針決定、
評価

助言

株式会社日本総合研究所

調査研究、事業成果とりまとめ

事業全体の
コーディネート

学校体育施設の有効活用推進事業 令和２年度予算額 0.3億円の内数 スポーツ庁参事官（地域振興担当）
03-6734-3773（施設企画係）
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スポーツ施設の個別施設計画策定
促進と計画に基づく長寿命化の推進
スポーツ施設の老朽化等に伴う事故の
防止対策の徹底

ハード・ソフト両面でのユニバーサルデザ
インの推進
民間の資金・ノウハウも活用したス
ポーツ施設の魅力向上の促進

放課後や休日の学校体育施設の有
効活用の推進
民間スポーツ施設の公共的活用
公園等のオープンスペースの活用

スポーツスペースと民間事業者とのシェ
アリングエコノミーの検討
イベント情報も含めたスポーツポータル
サイトの開設

持続可能な地域スポーツ環境を確保・充実し、生活の中に自然とスポーツが取り込まれているスポーツ・イン・ライフの実現を支えるため、
誰でも、いつでも、どこでも、気軽にスポーツを楽しめる環境づくりを、スポーツスペース・ボーダレスプロジェクトとして一体的に展開す
る。

① スポーツ施設の個別施設計画策定を通じた
集約・複合化等推進事業【継続・拡充】

② 学校体育施設の有効活用推進事業
【継続】

③ 民間スポーツ施設の公共的活用推進事業
【新規】

＜背景・目的＞

＜事業内容＞

＜プロジェクトの全体概要＞

スポーツスペース情報のオープン化あらゆる空間でのスポーツ環境創出スポーツ施設の快適性・利便性向上スポーツ施設の安全・安心の確保

●スポーツのしやすさ指標（仮称）を活用した普及啓発の実施 ●ハード支援における個別施設計画策定の要件化の検討 等

オールジャパンでスポーツの場の確保・充実が促進される仕組みの導入

民間スポーツ施設※を地域のスポーツの場として
公共的な観点から活用していくため、実態調査
やモデル事業のケーススタディを行う

＜イメージ＞

＜講習会の内容＞
• スポーツ施設の個別施設計画策定、施設の

集約・複合化、PPP/PFIによる取組の事例
• 「スポーツのしやすさ指標」（仮称）を活用した取組 等
※個別施設計画：個別施設毎の長寿命化計画

スポーツ施設の個別施設計画※策定や施設
の集約・複合化、官民連携手法の活用等、
ストックの適正化とスポーツの場のフル活用
を推進するとともに、「スポーツのしやすさ指
標」（仮称）を活用した普及啓発を行うた
め、自治体向けの講習会の開催等を行う

「学校体育施設の有効活用に関する手引き」を
踏まえ、モデルとなる先進事例の形成や手引き
の普及を行い、学校体育施設を地域のスポーツ
の場として有効活用する取り組みを推進する
＜モデル事業のイメージ＞
学校体育施設の指定管理と公益還元モデルの構築

学校
体育施設

指定
管理
者

利用料金
スポーツ教室等による収益

収益還付による改修費等確保
学校、教師等の負担軽減

民間
スポーツ

施設
地域
住民

一般開放

施設利用、料金収入

地方
自治体情報登録 情報提供

支援

※個人所有の町道場や球技場、企業所有の福利厚生施設を想定

スポーツスペース・ボーダレスプロジェクト 令和3年度予定額 0.6億円
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スポーツが変える、未来を創る。
Enjoy Sports, Enjoy Life

御清聴ありがとうございました。
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